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2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

“No action today, 
no cure tomorrow”
世界保健デー

(2011)

グローバルアクションプラン

(2015)
“No time to Wait”

国連事務総長への報告書

(2019)

薬剤耐性（AMR）対策
アクションプラン 2016-2020

抗微生物薬適正使用の手引き （2017, 19年）
抗菌薬適正使用支援加算（2018年～）

薬剤耐性ワンヘルス動向調査（2017年～）
感染対策連携共通プラットフォーム（2019年～）

国内外でのAMR対策の展開

加盟各国に2年以内のアク
ションプラン策定を求めた

2050年には1000万人/年が
死亡する恐れ
2008-09年金融危機に匹敵
する世界経済へのダメージ
の恐れ



目標

1. 国民の薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等へ

の教育・研修を推進する

2. 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬

剤耐性の変化や拡大の予兆を適確に把握する

3. 適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の

拡大を阻止する

4. 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用

を推進する

5. 薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診

断・治療手段を確保するための研究開発を推進する

6. 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進する



アクションプラン2016に基づいて進められたこと（医療分野）

普及啓発・教育 ・AMR臨床リファレンスセンターなどによる研修、セミナー開催
・学会等による専門職に対する教育・研修の推進
・普及啓発活動の表彰（内閣官房）

動向調査・監視 ・医療機関でのAMR関連情報を集約するJ-SIPHEの運用開始
・薬剤耐性研究センター設置によるJANIS, NESIDの充実
・薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会による国内サーベイランスの統合的分析
とAMRワンヘルスプラットフォームの公開

感染予防・管理 ・感染対策向上加算の新設
・J-SIPHEにより、感染予防・管理（IPC）の比較・評価システムの構築

抗微生物薬の適正使用 ・「抗微生物薬適正使用の手引き」の発行
・抗菌薬適正使用支援加算・小児抗菌薬適正使用支援加算の新設

研究開発 ・薬剤耐性菌バンク（JARBB）整備、細菌のゲノムデータベース拡充
・臨床・疫学研究や産官学連携の推進
・薬剤耐性感染症（ARI）未承認薬迅速実用化スキームによる創薬支援

国際協力 ・WHO, G7の取組への参画
・JANISの海外展開
・AMRアジア閣僚級会合、AMRワンヘルス国際会議の開催



https://janis.mhlw.go.jp/report/kensa.html
https://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/index.html

https://j-siphe.ncgm.go.jp/ https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp



http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/010/ref/NDB_2013-2020_pref.pdf

レセプトデータ



黄色ブドウ球菌に占めるMRSAの割合*

https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp/resistantBacteria/101*黄色ブドウ球菌に占めるMPIPC耐性



大腸菌に占めるフルオロキノロン耐性*の割合

https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp/resistantBacteria/101*LVFX耐性



大腸菌に占める第3世代セファロスポリン耐性*の割合

https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp/resistantBacteria/101*CTX耐性



Escherichia coli に占めるCefotaxime耐性の割合
（2013, 2017, 2021年）

出典：薬剤耐性（AMR）ワンヘルスプラットフォーム
https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp/resistantBacteria/11

2017 20212013

JANIS院外：JANIS検査部門データより、外来検体をWHOのGlobal Antimicrobial 
Resistance and Use Surveillance System (GLASS)の定義に準じて集計



https://amr-onehealth-platform.ncgm.go.jp/resistantBacteria/11

Enterococcus faecium のバンコマイシン耐性

2014 2015 2016 2017

2018 2019 2020 2021



厚生労働省院内感染対策サーベイランス事業（JANIS）
公開情報（2022年）より

https://janis.mhlw.go.jp/report/kensa.html

入院
（全体）

入院
（200床以上）

入院
（200床未満）

外来検体

黄色ブドウ球菌に占める
MRSA注1の割合

45.5% 44.5% 55.9% 29.7%

大腸菌に占める
第3世代セファロスポリン

耐性注2の割合
26.8% 26.1% 32.4% 17.5%

注1. MPIPC耐性、注2. CTX耐性 患者1人に対して30日以内に最初に分離された株が対象
ただし、感受性が大きく異なる場合は30日以内でも異なる菌株としてカウント



アクションプラン2016の成果指標は達成されたのか

2013年
2020年

（目標値）
2020年
（実際）

指標微生物の薬剤耐性率

肺炎球菌のペニシリン非感受性率 47.4% 15%以下 33.3%

大腸菌のフルオロキノロン耐性率 35.5% 25%以下 41.5%

黄色ブドウ球菌のメチシリン耐性率 51.1% 20%以下 47.5%

緑膿菌のカルバペネム（イミペネム）耐性率 17.1% 10%以下 15.9%

大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1-0.6% 0.2%以下（同水準） 0.1－0.4％

抗微生物剤の使用量（人口千人あたりの一日抗菌薬使用量）

全体 14.52 33%減（2013年比） 10.18（29.9％減）

経口セファロスポリン系薬
経口フルオロキノロン系薬
経口マクロライド系薬

3.91

2.83

4.83

50%減（2013年比）
50%減（2013年比）

50%減（2013年比）

2.24（42.7％減）

1.66（41.3％減）

2.93（39.3％減）

静注抗菌薬 0.90 20%減（2013年比） 0.87（1.1％減）

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027、薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書2021 より



https://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/020/file/Sales_2013-2023_1.pdf

販売量データ



2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

“No action today, 

no cure tomorrow”

世界保健デー

(2011)

グローバルアクションプラン

(2015)

“No time to Wait”

国連事務総長への報告書

(2019)

薬剤耐性（AMR）対策
アクションプラン 2016-2020

抗微生物薬適正使用の手引き （2017, 19年）
抗菌薬適正使用支援加算（2018年～）

薬剤耐性ワンヘルス動向調査（2017年～）
感染対策連携共通プラットフォーム（2019年～）

国内外でのAMR対策の展開

加盟各国に2年以内のアク
ションプラン策定を求めた

2050年には1000万人/年が
死亡する恐れ
2008-09年金融危機に匹敵
する世界経済へのダメージ
の恐れ

薬剤耐性（AMR）対策
アクションプラン 2023-2027

COVID-19パンデミック



目標

1. 国民の薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等への教育・研

修を推進する

2. 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性の変

化や拡大の予兆を適確に把握する

3. 適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の拡大を阻止

する

4. 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

5. 薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診断・治療手段

を確保するための研究開発を推進する

6. 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進する

アクションプラン2016‐2020とまったく同じ



目標1 国民の薬剤耐性に関する知識や理解を深め、専門職等への教育・研修を推進する

戦略1.1 国民に対する薬剤耐性の知識、理解に関する普及啓発・教育活動の推進

戦略1.2 関連分野の専門職等に対する薬剤耐性に関する教育、研究の推進

目標2 薬剤耐性及び抗微生物剤の使用量を継続的に監視し、薬剤耐性の変化や拡大の予兆を適確に把握する

戦略2.1 医療・介護分野における薬剤耐性に関する動向調査の強化

戦略2.2 医療機関における抗微生物薬使用量の動向の把握

戦略2.3 畜水産、獣医療等における薬剤耐性に関する動向調査の強化

戦略2.4 医療機関、検査機関、行政機関等における薬剤耐性に対する検査手法の標準化と検査機能の強化

戦略2.5 ヒト、動物、食品、環境等に関する統合的なワンヘルス動向調査の実施

目標3 適切な感染予防・管理の実践により、薬剤耐性微生物の拡大を阻止する

戦略3.1 医療、介護における感染予防・管理と地域連携の推進

戦略3.2 畜水産、獣医療、食品加工・流通過程における感染予防・管理の推進

戦略3.3 薬剤耐性感染症の集団発生への対応能力の強化

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027 より



目標4 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

戦略4.1 医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進

戦略4.2 畜水産、獣医療等における動物用抗菌性物質の慎重な使用の徹底

目標5 薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診断・治療手段を確保するための研究開発等を
推進する

戦略5.1 薬剤耐性の発生・伝播機序及び社会経済に与える影響を明らかにするための研究の推進

戦略5.2 薬剤耐性に関する普及啓発・教育、感染予防・管理、抗微生物剤の適正使用に関する研究の推進

戦略5.3 感染症に対する既存の予防・診断・治療法の最適化に資する臨床研究の推進

戦略5.4 新たな予防・診断・治療法等の開発に資する研究及び産学官連携の推進

戦略5.5 薬剤耐性の研究及び薬剤耐性感染症に対する新たな予防・診断・治療法等の研究開発に関する国際共同研究
の推進

戦略5.6 抗微生物薬の持続的な開発、安定供給の強化

目標6 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進する

戦略6.1 薬剤耐性に関する国際的な政策に係る日本の主導力の発揮

戦略6.2 薬剤耐性に関するグローバル・アクション・プラン達成のための国際協力の展開

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027 より



目標4 医療、畜水産等の分野における抗微生物剤の適正な使用を推進する

戦略4.1 医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進

戦略4.2 畜水産、獣医療等における動物用抗菌性物質の慎重な使用の徹底

目標5 薬剤耐性の研究や、薬剤耐性微生物に対する予防・診断・治療手段を確保するための研究開発等を
推進する

戦略5.1 薬剤耐性の発生・伝播機序及び社会経済に与える影響を明らかにするための研究の推進

戦略5.2 薬剤耐性に関する普及啓発・教育、感染予防・管理、抗微生物剤の適正使用に関する研究の推進

戦略5.3 感染症に対する既存の予防・診断・治療法の最適化に資する臨床研究の推進

戦略5.4 新たな予防・診断・治療法等の開発に資する研究及び産学官連携の推進

戦略5.5 薬剤耐性の研究及び薬剤耐性感染症に対する新たな予防・診断・治療法等の研究開発に関する国際共同研究
の推進

戦略5.6 抗微生物薬の持続的な開発、安定供給の強化

目標6 国際的視野で多分野と協働し、薬剤耐性対策を推進する

戦略6.1 薬剤耐性に関する国際的な政策に係る日本の主導力の発揮

戦略6.2 薬剤耐性に関するグローバル・アクション・プラン達成のための国際協力の展開

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027 より



アクションプラン2023に新たに加わった主な内容（医療分野）

普及啓発・教育 ・手指消毒の重要性など感染予防策の教育・研修推進
・アンチバイオグラムを活用した教育プログラムなどによる抗菌薬適正使用
の推進
・国民に対するAMRの実態の啓発

動向調査・監視 ・小規模な医療機関や診療所におけるAMRの動向把握
・中小病院のJ-SIPHE参加推進、診療所版J-SIPHEの展開
・J-SIPHE等を用いたリスク評価やフィードバック手法の検討
・電子カルテによる医療関連感染症疑い例自動検出システムの研究
・遺伝子データベースを活用した薬剤耐性菌調査・解析

感染予防・管理 ・病院等における日常的な手指衛生を評価する研究の実施
・集団発生に備えた医療機関の体制構築、保健所との連携
・病院から保健所、感染症専門家、都道府県や国に支援を要請する仕組みの
検討

抗微生物薬の適正使用 ・「抗微生物薬適正使用の手引き」の更新と活用推進
・中小病院や診療所への抗菌薬適正使用支援拡大
・静注抗菌薬における適正使用の取組みの調査研究
・抗菌薬適正使用支援システム（仮）の開発に関する調査研究



アクションプラン2023に新たに加わった主な内容（医療分野）

研究開発 ・薬剤耐性菌バンク（JARBB）での分離株保存推進と研究開発の推進
・薬剤耐性の菌株と臨床情報を一括管理するシステム構築と活用の研究
・AWaRe分類を用いたASTや外来処方の取組みの研究実施
・医療関連感染症の集団発生・拡大防止への専門家や自治体の関与の検討
・ゲノムサーベイランス（J-VEG）を活用したAMRのヒト及び動物間の伝播過
程の研究
・下水中の抗微生物薬や薬剤耐性微生物が環境に及ぼす影響の研究
・新たな抗微生物に対する市場インセンティブの仕組みの導入
・医薬品サプライチェーンの強靭化、国内での安定供給体制の整備
・ワクチンや免疫賦活剤等の開発の支援

国際協力 ・薬剤耐性AMRワンヘルス東京会議の継続
・G7における研究開発の推進、国際的取組における主導力発揮
・WHO連携センター（国立感染症研究所、国立国際医療研究センター）とし
ての取組推進



アクションプラン2023の特徴

• データを活用した対策を推進する方向性を強調

• 構築されたシステムの活用：JANIS, J-SIPHE, ワンヘルスプラットフォームなど

• 中小病院・診療所での感染対策、抗菌薬適正使用の推進

• 新たな施策を進めるための調査研究を強調

• 地域単位での取組みを随所で意識

• 都道府県別など地域別データとその解釈に基づいた対策の推進

• 地域連携による集団発生対策



*耐性率はJANIS公開データ四半期報から個別に算出と記載（VREのみ感染症法による動向調査に基づく）。抗菌薬はレセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）に基づく。
薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027

薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン2023-2027の成果指標（医療分野）

2020年 2027年（目標値）*

指標微生物の薬剤耐性率

バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）感染症の罹患数 136人 80人以下（2019年と同じレベル）

黄色ブドウ球菌（血液検体）のメチシリン耐性率 35.9% 20%以下

大腸菌（尿検体）のフルオロキノロン耐性率 35.0% 30％以下

緑膿菌（血液検体）のカルバペネム（メロペネム）耐性率 11.0% 3%以下

大腸菌・肺炎桿菌のカルバペネム耐性率 0.1-0.2% 0.2%以下

抗微生物剤の使用量（人口千人あたりの一日抗菌薬使用量）

全体 10.4 15%減（2020年比）

経口第3世代セファロスポリン系薬
経口フルオロキノロン系薬
経口マクロライド系薬

1.93

1.76

3.30

40%減（2020年比）
30%減（2020年比）
25%減（2020年比）

カルバペネム系静注抗菌薬 0.058 20%減（2020年比）



医療機関における
薬剤耐性（AMR）対策の基本

•薬剤耐性菌を作らない

• 抗菌薬適正使用

• 抗菌薬使用の管理：antimicrobial stewardship

•薬剤耐性菌を広げない

• 保菌・感染患者からの拡大を防ぐ



抗菌薬適正使用とは

1. 抗菌薬を必要なときだけ使う

2. 使うなら適切に使う

選択・投与量・投与経路・投与期間など



感染症診療のロジック

①患者背景を把握する

②臓器を決定する

③微生物を推定・同定する

④抗菌薬を選択する

⑤適切な経過観察

大切なことは いつも同じ



http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/010/1_NDB_by_stats_202010.pdf

抗菌薬処方の多くは
外来で処方された経口薬
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非細菌性急性気道感染症の
およそ3割に抗菌薬が処方されている

Kimura Y et al. PLoS ONE 14(10): e0223835.



第一選択薬が必ずしも使用されていない
全国の医療機関からの診療報酬明細書に基づく集計（2012-2015）

Hashimoto H et al. International Journal of Infectious Diseases, Volume 91, 1 – 8, 2020.

急性咽頭炎 急性副鼻腔炎 急性中耳炎 消化管
感染症

尿路感染症
（成人）

尿路感染症
（小児）

皮膚感染症



ボランティアを対象にアジスロマイシ
ン（500mg/日 3日間）またはクラリス
ロマイシン（1000mg/日 7日間）または
プラセボを投与
口腔内レンサ球菌に占めるマクロライ

ド耐性の割合を測定

短期間の投与でも薬剤耐性は誘導される

Malhotra-Kumar S et al. Lancet. 2007;369:482-90.



2023年11月

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001169116.pdf

抗微生物薬適正使用の手引き
（厚生労働省）

第一版（2017年6月公開）

第二版（2019年12月公開）

・第一版の内容に乳幼児編が加わった

第三版（2023年11月公開）

・入院患者編が加わった

・COVID-19を意識して第二版の内容を小改定

第四版を作成する方針が発表されている（歯科編の追加）



本編

総論

一般外来における成人・学童期以降の小児編

・急性気道感染症

・急性下痢症

一般外来における乳幼児編

・急性気道感染症

・急性下痢症

・急性中耳炎

入院患者における抗微生物薬適正使用編

・入院患者の感染症に対する基本的な考え方

別冊
入院患者の感染症で問題となる微生物について

・黄色ブドウ球菌（MRSAを含む）

・腸球菌（VREを含む）

・腸内細菌目細菌：ESBL産生菌、AmpC産生菌、
CRE（カルバペネム耐性腸内細菌目細菌）

・緑膿菌

・その他のグラム陰性桿菌：アシネトバクター属、
ステノトロフォモナス・マルトフィリア

・クロストリジオイデス・ディフィシル

・カンジダ

補遺（入院患者における抗微生物薬適正使用編）

抗微生物薬適正使用の手引き第三版の構成



抗微生物薬適正使用の手引き第三版ダイジェスト版より
https://amr.ncgm.go.jp/pdf/MAS3_digest.jpg.pdf



抗微生物薬適正使用の手引き第三版ダイジェスト版より
https://amr.ncgm.go.jp/pdf/MAS3_digest.jpg.pdf



http://amr.ncgm.go.jp/pdf/190904_kanbo.pdf



抗微生物薬適正使用の手引き
第三版ダイジェスト版より

https://amr.ncgm.go.jp/pdf/MAS3_
digest.jpg.pdf



抗微生物薬適正使用の手引き
第三版ダイジェスト版より

https://amr.ncgm.go.jp/pdf/MAS3_
digest.jpg.pdf



抗微生物薬適正使用の手引き
第三版ダイジェスト版より

https://amr.ncgm.go.jp/pdf/MAS3_
digest.jpg.pdf



抗菌薬適正使用支援チーム
Antimicrobial Stewardship Team (AST)

医師

薬剤師

看護師

臨床検査技師

事務職員

8学会合同抗微生物薬適正使用推進検討委員会「抗菌薬適正使用支援プログラム実践のためのガイダンス」(2017年)を参考に作成

AST
抗菌薬適正使用
支援チーム

ICT
感染制御チーム

2018年～
抗菌薬適正使用支援加算



東京科学大学病院におけるAST/ASP活動

AST: Antimicrobial Stewardship Team
ASP: Antimicrobial Stewardship Program 

さまざまな角度から抗菌薬適正使用

の推進活動を行っている

• 感染症内科と連携した診療支援

• 抗菌薬使用の管理

• 微生物検査の適切な活用



東京科学大学病院におけるASP活動

• 感染制御部に抗菌薬適正使用支援チーム（AST）を設置

• 医師・薬剤師を中心とした多職種チームでASP活動を行っている

• 感染症内科医師は感染制御部を兼任し、ASP活動に携わっている

感染症内科
抗菌薬適正使用支援

チーム (AST)

コンサルテーションを中心とした
入院・外来診療

2021年10月～

ASP: Antimicrobial Stewardship Program 
（抗菌薬適正使用支援プログラム）



マイクロラウンド

• 血液培養、無菌検体培養陽性例の確認とカルテ記載

• 耐性菌感染症の治療ミスマッチの有無を確認

• 臨床検査技師との連携：細菌検査結果のディスカッ

ション、追加検査の依頼など

• 必要に応じて感染症内科コンサルテーションを推奨

• 学生、研修医教育の機会





感染症診療・抗菌薬適正使用を支援する資材の作成

感染症診療や抗菌薬に関す

る資料を、ローカルファク

ターを踏まえて作成

電子カルテ端末に提示
院外からもアクセス可能



統合臨床感染症学分野設置

感染症内科開設

抗菌薬適正使用支援活動を強化



https://sv1.smart-cme.jp/template-pages/asp-idea



抗菌薬の開発・安定供給

• 新規感染症治療薬の開発

• 2023年度に抗菌薬確保支援事業が開始となった

• 既存抗菌薬の安定供給

• 経済安全保障の観点から「抗菌性物質製剤」が特定重要物質に指定された

• β-ラクタム薬の安定供給をめざし国内生産体制の整備が進められている

• ジェネリック医薬品メーカーの品質問題から生じている供給不安はまだ先

が見えない



厚生労働省. 抗菌薬確保支援事業の検討課
題等について（2023年3月29日）

https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/
001079157.pdf

日本における市場インセンティブ（プル型インセンティブ）の導入



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/keizaianpo_koukinseizai.html

β-ラクタム原薬の国内生産



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/keizaianpo_koukinseizai.html



今後のAMR対策の方向性



抗菌薬適正使用加算（2024年診療報酬改定）

• 施設基準

– 抗菌薬使用状況のモニタリングが可能なサーベイランスに参加

している

– 過去6ヶ月に外来で使用した抗菌薬のうち、Access抗菌薬に分

類されるものの使用比率が60％以上、またはサーベイランスに

参加する病院全体の上位30％以内である



AWaRe分類（WHO）

Access  一般的な感染症の第1 or 第2選択薬、耐性化の懸念が比較的少ない抗菌薬
Watch  耐性化の懸念から、限られた疾患や適応にのみ使用すべき抗菌薬
Reserve   耐性化のため他の手段が使用できなくなったときのみ使用される抗菌薬

http://www.theidaten.jp/journal_cont/20190825J74-1.htm



http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/010/ref/NDB_2013-2020.pdf

レセプトデータ



厚生労働省保険局医療課「令和4年度診療報酬改定の概要 個別改定事項Ⅰ（感染症対策）」（2022年3月4日）に加筆

診療所

一般病床300床未満
を標準とする

一般病床300床未満
を標準とする

（基幹病院） （基幹病院）

地域の基幹病院を中心とした病院・診療所との感染対策ネットワーク

保健所や地域医師会との連携

→ 感染対策は医療機関単位から地域ぐるみへ

2022年度診療報酬改定



感染対策における地域連携促進

厚生労働省健康局結核感染症課「薬剤耐性（AMR）に関する国際社会の動向及び我が国の対応について」(2016年4月16日)より

相談
データ提供 支援

支援
データ提供

情報

相談
データ提供

情報

支援
データ提供

相談
データ提供

情報相談
データ提供

地域連携加算

保健所・自治体

地域感染症対策ネットワーク（仮称）

中小規模の医療機関

地方衛生研究所

高齢者介護施設

家畜保健衛生所
(獣医師会)

支援

情報

大規模な医療機関

支援

情報薬剤師会

医師会

ネットワーク会議



AMR対策の向かうところ

• 抗菌薬使用の中身が問われるようになっている

• プロセスだけでなくアウトカムが評価される方向

• 地域連携のさらなる推進

• 病院間のみならず、診療所や医師会、保健所とも連携することが求め

られている

対策の方向性を理解することが
医療機関・地域での効率的な感染対策につながる



国連総会ハイレベル会合（2024年9月26日）

• AMRをテーマに議論された（2016年以来二回目）

• 広範な内容の政治宣言が承認され、国際的な対応が進められることとなった

• 主な内容

• 世界保健機関（WHO）、国連食糧農業機関（FAO）、世界動物保健機関（WOAH）、国

連環境計画（UNEP）によるQuadripartiteの枠組みでワンヘルス・アプローチを継続

• アクセスの確保を強調：感染症診断・治療・予防、医療システム、衛生的な環境など

• 各国によるアクションプランの策定だけでなく実施を要請

• 資金調達のための国際協力を強化

• 新薬開発のプル型インセンティブ、既存抗菌薬の安定供給について明記



世界はもっとよく備えておくべきだった

ビル・ゲイツ「パンデミックなき未来へ 僕たちにできること」（2022年）



感染症内科

感染制御部

感染症センター（TCIDEA）

ご清聴ありがとうございました

東京科学大学

統合臨床感染症学分野（感染症内科）

ウェブサイト https://tcidea-cid.org/

ブログ（note） https://note.com/tmdu_cid/

感染症センター（TCIDEA）

ウェブサイト https://tcidea.org/
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